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森田・佐久間・垣井・海老原

社会保障と憲法～障害者自立支援法～
　2006年４月1日、障害者自立支援法が施行されました。その概要は「障害者の地域生活と就労を進め、自立を支援する観点から、障害者基本法の基本的理念にのっとり、これまで障害種別ごとに異なる法律に基づいて自立支援の観点から提供されてきた福祉サービス、公費負担医療等について、共通の制度の下で一元的に提供する仕組みを創設することとし、自立支援給付の対象者、内容、手続き等、地域生活支援事業、サービスの整備のための計画の作成、費用の負担等を定めるとともに、精神保健福祉法等の関係法律について所要の改正を行う。」（厚生労働省のホームページより）とされています。
しかし、障害者等が障害福祉サービスを利用した場合に原則としてその費用の1割の負担をさせるこの法は、自立を支援するというよりは単に障害者に福祉サービスを受けづらくさせているものとも言えます。実際、この法律の施工により、共同作業所へ行けば行くほど出費がかさむようになり、作業所にいけず自宅に閉じこもることが増えたというケースが報告されています。
私たちはまず、この障害者自立支援法が求めている自助自立の考え方や、それに基づく応益負担というものは、そもそも社会保障の理念(資本主義の自己責任の原則が該当しない弱者を救済するもの)と相容れない概念なはずではないか、という疑問を抱きました。

そして、憲法は25条にすべての国民は健康的で文化的な最低限度の生活をおくる権利と、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めるべき国の義務を規定しています。日本の社会保障を考えたとき、この規定は本当に意味を持たないものなのでしょうか。
そんな疑問から、障害者自立支援法を足がかりとして、“社会保障と憲法”というものについて考えてみたいと思っています。
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